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How can Japanese Companies get Eﬀ ective Work-Life Policies ? :
Based on the implications of “Breaking the Mold. ２nd ed.” by Bailyn L.
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【要　旨】
　日本企業における対従業員の仕事と生活の両立支援施策は、総じてまだ、運用面に課題を残している。
これを改善して施策の実を上げるにはどうすればよいか。主としてＬ．ベイリン著『Breaking the Mold（第
２版）』̶米国企業に対し経営戦略としてのワーク・ライフ（仕事と私生活）支援を提唱する文献̶の読
み解きによって、この疑問の解明を試みたところ、概略、以下のような知見が得られた。
　（１） 業績向上に繋がるワーク・ライフ支援を展開する鍵は、労使双方がキャリア（長期にわたる仕事
生活）形成について暗黙裡に抱く諸仮定を問い直し、従業員の私生活ニーズを正当と認める組織文化に刷
新することである。（２） 従来の仮定に替わる新仮定は、大きく３点－①業務編成の方法、②キャリア・ルー
ル、③個人のアイデンティティと成功の定義－について旧仮定とは正反対のものとなる。 （３） 新仮定に
基づくキャリア形成支援制度への切替えは、従業員側が時間と分離にたいする統制権をもつことで初めて
可能となる。 （４） 仮定更新のネックとなる公平性や労働時間に関わる問題は、因果関係の順序を従来と
は逆転させて従業員の私生活ニーズを正当化し、むしろそれを起点とするような発想の転換によって解消
されうる。（５） 組織運営の過程を綿密に分析すると、私生活のニーズは実は経営目標に直結している。
それゆえ、そのニーズの正当化こそ、ワーク・ライフ施策のみならず経営全体の有効性改善の要となる。（６）
米国には公的な家族支援政策がないので、民間企業の施策が意味をもつ。わが国でも、保育所など公的施
設への入所が困難であり、公的支援は十分とは言えない。また、国際比較データを見ると、日本の労働時
間は米国より長く、男性の家事・育児時間はきわめて短い。その上、ＧＥＭ指数の順位も低く、固定的な
性別役割規範は米国以上に根強い。したがって、従来、女性の主な担当領域とされて評価が低めであった
私生活を、今後は逆に正当化することで米国企業における施策の実が上がるとする本書の示唆は、わが国
企業にとっても傾聴に値すると考えられた。
キーワード： 日本企業（Japanese companies）、実効ある両立支援施策（eﬀ ective work-life policies）、
　　　　　　組織文化（organizational culture）、キャリア形成（career development）、
　　　　　　Ｌ．ベイリン著『Breaking the Mold（第２版）』（“Breaking the Mold. ２nd ed.” by Bailyn L.）
【目　的】
　わが国では2007年に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」が策定され、勤労者に
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おける仕事と私生活（家庭や地域など職場以外の領域における活動）の両立を実現すべく、官民あげての
取り組みが始まっている。雇用の主要な受け皿である民間企業の支援がとくに期待されるが、それは総じ
てまだ、制度の導入こそ盛んだが運用面で、育児休業取得率の男女差に象徴されるとおり、利用者が女性
に偏るといった段階に留まっている１）。
　仕事と私生活の両立達成には、本来、時間と場所の面で柔軟かつ多様な働き方が必要であり、支援施策
の内容としては、育児休業、再雇用制度、フレックスタイム、短時間正社員、在宅勤務などがある。これ
らのうち、わが国ではいわゆる少子化対策の観点から、一般に、育児との両立支援を行う所が多い２）が、
利用者が女性に偏在する傾向は育児休業だけに見られるわけではない３）。
　では、こうした状況の改善に結びつく、真に実効ある両立支援施策を展開するにはどうすればよいか。
武石恵美子（2006年）は男性を含めた働き方の見直しが必要としており４）、大沢真知子（2005年）は企
業風土との関連を指摘する５）。そして、すでに1980年代後半頃から類似の状況を経験している米国企業
に対し、組織行動研究者Ｌ．ベイリン（1993年および2006年）は、経営戦略としてのワーク・ライフ（仕
事と私生活）支援を提唱してきた６）。
　本研究においては、主としてＬ．ベイリン（2006年）の示唆を汲み取ることによって、この疑問の解明
を試みたい。その文献は米国の場合を論じるものではあるが、仕事と私生活の調整という、万国の勤労者
に共通で企業経営にも直結した根源的なテーマを扱っている。それゆえ、そこからは国情の相異を超えて
有意味な示唆が得られると期待された。
【方　法】
１．研究方法の概要
　前述のとおり、本研究では、文献 Lotte Bailyn．Breaking the Mold: Redesigning Work for Productive 
and Satisfying Lives, -２nd ed．Cornell University Press，2006，184p．の読み解きに主力を置く。それ
によって全体の含意を把握した後、国際比較データを参照してわが国企業への適用可能性を吟味する。
　この文献を日本語に直訳すれば、「定型打破̶生産的で満足できる生活のための職務再設計̶」となるが、
以下、本稿では、副題を割愛し、主題の原語のみを用いて「Ｌ．ベイリン著『Breaking the Mold（第２版）』」
と略記する。
　本研究の目的達成にとっては、とくに第７章「変革への道」と終章「未来を描く」が役に立つ。そこで
読み解きにおいては、全体の主旨を捉えた上で、それら２章を中心とする。なお、本文献から引用する文
言については、筆者の邦訳表記を充当し、文末に該当ページを添えている。
２．使用主文献の著者と概要
　読み解きに用いる文献『Breaking the Mold（第２版）』の著者Ｌ．ベイリンは、ＭＩＴ（マサチューセッ
ツ工科大学）スローン経営学大学院教授であり、同僚で組織心理学の権威Ｅ．Ｈ．シャインらと共に米国に
おけるキャリア研究を先導してきた。仕事‒家庭の問題に関わる論稿も多く、Ｅ．Ｈ．シャイン著『キャリア・ダ
イナミクス』第５章「家族の状態、段階、および課題」には、彼女の論文 Accommodation of Work to 
Family （1978） が大幅に引用されている７）。筆者が初めて、コミュータ ・ーマリッジ（仕事ゆえの通い婚）
は共働き夫婦による仕事-家庭の調整策の一つであると気づかされたのも、それを通じてである。
　Ｌ．ベイリンは『Breaking the Mold（初版）』（1993年）８）の執筆過程で「ゼロックス・プロジェクト」
（フォード財団の助成による調査研究）に着手することになったが、その研究は、米国企業のワーク・ラ
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イフ施策を全社的な経営戦略に転換させたとして高い評価を得ている９）。本文献の「著者まえがき」によ
れば、その研究成果の一部は共著『仕事と家庭の調和を超えて̶ジェンダーの公平性と職場の業績』（2002
年）10）に著され、また現在は、ＭＩＴワークプレイス・センターを中心として研究が継続されていると
いう。本文献はこうした一連の研究の集大成である。
３．主文献の構成と骨子
　本文献は全８章と３編の挿話（エピソードⅠ～Ⅲ）から成る。挿話を含む各章のタイトルは、順に、第
１章「序文̶私たちが暮らしている世の中」、エピソードⅠ「ナンシー・ライトは勝者だろうか」、第２章
「組織側の決めつけ̶成功へのルートは１本だけ」、第３章「個人側の思い込み̶業務が私生活に優先する」、
第４章「家族は組織にとって複雑な問題」、エピソードⅡ「エリザベス・グレイは敗者なのか」、第５章「コ
ミットメントと時間についての再検討」、第６章「公平性と統制権の再検討」、第７章「変革への道」、エ
ピソードⅢ「トンプソン夫妻の暮らし方は今後を暗示するか」、終章「未来を描く」となっている。
　第１章で米国企業における人的資源管理施策の概況が述べられ、第２章から第６章では施策の問題点が
指摘されると共に、各問題点を巡る議論が展開される。７章で問題解消の方法が詳述され、終章において
変革後の状況が描かれる。
【結　果】
１．本文献の主旨
　人は大別して２種の活動－仕事という公的な活動とそれ以外の私的な活動－にかかわって生きるが、ど
ちらの活動にどれほどの比重をかけるか、あるいは支援を要するかは、各人各様であり、またライフステー
ジによっても相異する。それゆえ、人びとの協働体である企業等の組織には多様な働き方・生き方が共存
することになる。この多様性を活かしつつ業績も上げるには、どのような組織運営を行えばよいか。
　この問いに対し、本文献は米国企業の実態分析を基に一つの根源的な手がかりを提示する。すなわち、
そのように多様な生き方が共存する組織の実効ある運営においては、結局のところ、労使双方がキャリア
（長期にわたる仕事生活）形成について暗黙裡に抱く基本仮定を問い直し、従業員の私生活ニーズを正当
と認める組織文化に刷新する必要がある、というのである。これが本文献の主旨である。
　「当たり前とされる手続きと基本仮定を考え直すことは、新しい組織世界にとって重大である。個々の
従業員にその場限りの対応をしても、また瀬戸際で新施策を設定しても、事業の生産性向上を促しつつ従
業員の生活経営も改善できるような類の環境は生じないだろう。多くの会社が学んでいるところだから、
他社に競り勝つ組織への変革には基本的・文化的レベルでの変化が求められる。現状の下で効果を上げよ
うとすれば、従業員の私的ニーズを当初から考慮に入れた変化でなければならない。私生活の正当性は前
章で指摘されたとおり、あらゆる組織に不可欠である。」（p.133）
　換言すれば、労使双方のニーズ－従業員は公私生活の統合を望み、経営者は生産性の向上を求める－に
応えて施策の実を上げるには、その場限りの一時的措置や周辺事項に留めるのではなく、発想の転換を伴
い経営の根幹も揺す振るような抜本的変革が避けられない、と著者は見るわけである。いわば、一時しの
ぎの対症療法ではなく、根本治療による体質改善の勧めである。
　それにしても、なぜこう言い切れるのか。また、組織文化の刷新は、実際、どう進めればよいのか。
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２．組織文化の刷新
２．１　新旧仮定の対比
　組織文化の刷新は、まず、旧来文化の根にある仮定（「旧仮定」と略記）と新文化の基礎を成す仮定（「新
仮定」と略記）とを、大きく３点－①業務編成の方法、②キャリア・ルール、③個人のアイデンティティ
と成功の定義－について対比することから開始される（表１参照）。
２．１．１　業務編成の方法に関する新旧仮定の対比
　業務編成の方法に関して、旧仮定が「統制に基づく投入量による管理」であるのに対し、新しい仮定で
は「労使間の相互信頼に基づく、最適な成果を得るための条件整備」となる。
　現行制度の下では、統制を中心とした業務編成が行われており、コミットメントと能力の評価には職場
での可視的な時間が用いられている。また、入念な事前承認制度を通じて、管理者自身がすべての決定を
下している。
　これに対し、新仮定では、管理者の役割は業務の統制ではなく、従業員の生産力増強に必要な条件を整
え、その後に生じた成果を吟味することとされる。これは従業員への信頼をベースとしたものであり、統
制権は管理者から従業員に移される。そうすると従業員のコミットメントが増し、時間の使い方にたいす
る自由裁量もふえる。この自由裁量によって、従業員は自身の生活を統制できるようになる。
２．１．２　　キャリア・ルールに関する新旧仮定の対比
　キャリア・ルールに関しては、旧仮定が「連続的なコミットメント」と「同質性」であるのに対し、新
仮定では「不連続」すなわち断続的なコミットメントと「多様性からの学習」である。
　現行の制度においては、継続的で全面的なコミットメントがキャリア・サクセス（仕事面でよい成果を
得ること）に必要とされている。また、初期キャリア－一般に、育児期と重なる－には業務の最優先がき
わめて重視される。こうなるのは、キャリアとは組織階層における連続的な上昇移動、つまり昇進にほか
ならないとする仮定が作用しているためである。
　新仮定における「不連続」とは、キャリアが複数の独立部分に分けられ、各部分で公私領域への掛かり
合いの程度が異なることを意味している。すなわち、しばらく仕事から離れる時期があるのもやむをえな
いとされ、それで評価が下がるわけでも、組織の有効性が減るわけでもない。実際、再就職や転職などで
古い仮定
（抑圧的）
業務編成の方法
　投入量による管理
　　（統制に基づく）
連続的なコミットメント
同質性
不連続
多様性からの学習
仕事の共有／ケアの評価公私領域の区別
キャリア・ルール
個人のアイデンティティと成功の定義
最適な成果のための条件整備
　　　（信頼に基づく）
新しい仮定
（促進的）
表１　抑圧的な仮定と促進的な仮定
　　　　　（原著表７.１の邦訳）
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第二のキャリアを首尾よく開始したケースは少なくない。
　たとえば、「既婚女性のキャリアや仕事にたいする態度は、従来の路線に沿う独身女性よりも常に積極
的であって、前者のほうが仕事に没頭しており、専門家にもなっていた。こうした少数の既婚女性たちは、
ある程度までキャリアを中断したことがあったにもかかわらず、中年期の自分に合う働き方を実現できて
おり、雇い主に利益をもたらした。したがって、組織内においては出遅れや参入延期や中途での方向転換
といったキャリアが共存しうるし、そうした異端からは利益さえ得られるかもしれない。」（p.106-107）
　同質的な労働力が不足してきている昨今、多くの企業が多様な人材の管理を実践中だが、組織内の多様
性を通じてさまざまな事が学べる－「多様性からの学習」－という重要点は見落とされやすい。組織が従
業員同士の社会・文化的な差異を新しい考えの源泉であって従来慣行の再考機会でもあるとみなしさえす
れば、多様性は建設的な役割を果すことになる。
２．１．３　　個人のアイデンティティと成功に関する新旧仮定の対比
　個人のアイデンティティと成功の定義に関しては、旧仮定が「公私両領域の分化」であるのに対し、新
仮定は「（男女双方による）仕事の共有・ケアの評価」である。
　個人の業績を高く評価する社会では、人びとは暗黙裡に社会の期待に応えた行動をとりがちであり、個
人の選択に基づいた行動はとりにくい。旧仮定は従来の性別役割観に従った「男は仕事、女は家庭」、す
なわち「公私両領域の区別」を評価するが、新仮定は新たな性別役割観「男女とも仕事と家庭」－「（男
女双方による）仕事の共有・ケアの評価」－を求める。
２．２　新仮定に基づくキャリア形成支援制度への切替え
　新仮定に基づいたキャリア形成支援制度は、いったいどのようなものになるか。そのような新制度は企
業組織においてどんな役割を果すか。どのようにしたら新制度に切替えられるか。
　こうした疑問への解は、各章で述べてきた論点－時間、コミットメント、公平性、および統制権－を企
業の要求－生産性－と関連づければ見つかる。
　個人のニーズと組織のニーズを確認してみると、まず個人側では時間にたいする統制権が必要なので、
自分のコミットメントを仕事の確実な完遂だけに向けたい。組織側には、従業員からの創造的な適応力と
自己の行為に責任をもとうとする意思が必要である。双方のニーズの実現に必要な変更を施せば、従来と
は全く異質な新キャリア開発制度ができあがることになる。
　従来のキャリア・アセスメントは個人の最終的な地位に至るまでの長期計画を基礎としており、もっぱ
ら将来性の早期確認に努力が払われている。これが組織だけでなく個人も規制する。必要なのは、仕事へ
の関わり具合が時期に応じて調整できるとした制度である。そのような制度であれば、従業員の再参入も
可能となる。また、個人の責任で自分の優先事項を査定して実践計画に作り替える必要が生じ、組織側で
はこの計画を正当で実行可能なものとして受け容れなければならない。
　現行制度の下では、仕事が身分・勢力・地位と堅く結びついており、私的ニーズを満たそうとする従業
員に向けて、融通のきく措置が講じにくい。したがって、新制度を敷くには仕事と地位や賃金とを分離す
る必要がある。
　要するに、従業員側が時間と分離にたいする統制権をもつことが、計画的な不連続を許容する新キャリ
ア制度の鍵に該当する。したがって、新制度を得るには、企業はキャリア・パスを再考すると共に、業務
編成とその支えである慣行や報償制度も再検討する必要がある。従業員の私的な問題を、ただ生産性向上
だけのために設計された制度のほんの付け足しとして処理するのでは不十分である。
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２．３　更新の際に遭遇する諸問題とその解決法
　仮定の更新にあたって遭遇しがちな公平性や労働時間に関わる問題は、因果関係の順序を従来とは逆転
させて、従業員の私生活ニーズを正当化し、むしろそれを起点とするような発想の転換によって解消され
うる（図１参照）。
　たとえば、出張や長時間労働の伴う任務を家庭のニーズや個人的な事情で辞退できるとしたら、そうし
た理由のない他の従業員がその任務を引き受けざるをえず、これでは不公平だという問題がある。この問
題については、考慮すべき事が２つある：①個人的な理由による任務の辞退は、すべての従業員に許され
る必要がある。これには保険の考え方が適用できる。②不本意な任務を受諾する場合には報酬が与えられ
てしかるべきである。
　「公平性についての見方をそのように拡大するには、発想の転換が必要である。公平性を平等の観点か
ら考える代わりに、保険の基礎となっている考え方をしたほうが、もっとわかりやすいだろう。病気にな
らなければ病気の同僚と同じ給付が健康保険からもらえないという理由で、私たちは公平に扱われていな
いと不平を言いやしない。もし人びとの生活全体が斟酌されるとすれば、個人事情に合わせようとする就
業規定も、これと同じように受容できる。」（p.138）
　たとえば、あるコンサルテイング会社でロンドンにプロジェクト・チームを派遣する必要が生じた時、
幼児を抱える派遣要員に毎週末帰国の便宜を手配した。チームの他のメンバーは自分にもいつかそのよう
な措置が必要になると想像できたし、雇い主の対応を見て幸せに感じたため、不平を言わず、余分な時間
までも喜々として働いた。
　なお、こうした問題を些細なこととして周辺に追いやるのではなく、むしろ現行措置の再考機会とみな
すなら、その認識自体が変化の過程を促進しうる。
　別の例を示そう。終業時刻を５時とした場合、これまでは５時以降の居残りを促すには何ができるかが
検討されたが、今や、どのようにして５時までに仕事を仕上げるかが課題となる。こうなると、仕事のや
り方を振り出しから再考せざるをえなくなる。
　あるソフトウェア会社では、それまで続けてきた方法を考え直すことによって、長時間労働への流れを
阻止した。つまり、職務を手当たり次第に引き受ける代わりに、初めに計画をたてるようになったのであ
る。時間の意味が従来とは異なり、長く働くことではなくて機敏に働くことが目標となった。長時間労働
はコミットメントの指標から非能率のしるしへと変化した。また、因果の順序が逆転し、コミットメント
私的ニーズ※
職務遂行方法の変更
コミットメント
有効性
※子ども、高齢者、地域社会、および私生活を含む
図１　従来とは順序が逆
　　　　（原著図７.１の邦訳）　
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は今や前提条件ではなくて変化の産物となった。
　そのような変化は業務遂行に関する既存の信念を疑わせる。たとえば、有能な従業員なら顧客のニーズ
に添うべく居残りをするものだとされることが少なくない。しかし、当然と思われているこうした要件を
疑ってみると、従来とは異なるやり方も可能とわかる。
２．４　　新施策を講じる場合の留意点
　人生経験の相異する労働者にたいし、たとえば労働時間について融通のきく措置を導入しようとしてい
る企業が見られるが、その場合、次のような理解と信念に基づいて、個別的ではなく体系的に試みること
が望ましい。
「・仕事と私生活の統合は相補的で、しかも相乗効果さえありうる、という信念
　・だれもが有給職以外の生活をもっており、こうした生活を抑圧すると、図らずも、各自の勤務効果に
マイナスの影響が出てしまう、という信念
　・個人的な選択に見えることが実は社会的な期待に強制されたものだ、という理解（とくに、性別役割
について）
　・就業形態選択の取り決めは集団で行われなければならず、また、職務の構造・慣行と慎重に関連させ
なければならない、という理解」（p.109）
　雇用組織が最も生産的な労働力の確保を望むなら、従業員の個人的ニーズを正当化する必要がある。こ
うする場合、組織は仮定̶人びとは時間とエネルギーを職業以外の活動に費やすものだという仮定̶を正
当化の施策にしっかりと埋め込むような形で業務編成を行わなければならない。
　また、柔軟な施策や就業形態選択制は確かに重要ではあるが、それを従業員と監督者との個人的な交渉
で決めると、施策が十分に利用されないだけでなく、不当だという意識も助長される。その上、性別役割
にたいする文化的な期待を考えると、女性たちがすでに直面している不公平な処遇を再強化することにも
なる。したがって、こうした施策は現場の労働者が所属部署の目標と結びつけて包括的に把握できるよう
でなければならない。
　そのように集合的で体系的な見方がどれほど労使双方のためになるかの例は、前の諸章ですでに紹介済
みの顧客サービス部門にある。会社には進歩的な仕事-家庭の施策（たとえば、ジョブ・シェアリング、
週４日勤務、フレックスタイムなど）があるにはあったが、この部署ではあまり利用されてはいなかった。
というのも、まだ旧仮定に基づく管理が行われていたためである。従業員の間に意気阻喪の態度が窺えた
ので、危機を感じた経理部長が就業形態選択制の条件緩和を申し出た。３ヵ月後、欠勤率が30パーセン
ト減少し、従業員の間には個人的ニーズを前面に出そうとする自発性が見て取れた。第二の変化は、日程
の交渉が従業員と監督者の一対一の関係ではなく、グループ別にまとまって行われるようになったこと。
すなわち、これまで達成困難に思えた自己管理チームが編制されることになったのである。第三に、監督
者たちは統制権についての従来の仮定を放棄せざるをえなくなった。つまり、部下をつねに見張ることが
従業員管理の最良の方法ではないかもしれないと学んだ。
　この挿話は図１に描かれた事象の推移を例証している。そもそも、従業員の勤務日程が業務遂行と管理
の仕方を変化させ、それが彼らのコミットメントをふやすことになる。したがって、組織にとっても、そ
の関係者にとっても、肯定的な効果がある。また、だれもが柔軟な施策を利用できたので、公平性も有効
性も確保された。
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２．５　私生活ニーズの正当化に含まれる意味
　気づかれていない場合が多いが、私生活ニーズは、実は、図２「他社に競り勝ち従業員の生活ニーズに
も応える」に示された経路で、経営目標そのものにも作用している。だから、従業員の私生活ニーズを正
当化すれば、経営全体の有効性も改善する。
　大規模な消費財メーカーの営業部門の事例を示そう。この部門では、販売とサービスという２つの担当
部署がストレスを抱え込んでいた。業績低迷を解消すべく、販売担当は莫大な時間を業務に費やし、サー
ビス担当は２時間内での対応という命令に従うため、いつ働きいつ休むかがまったく予測できない状態に
あった。その上、両担当とも互いの生活を紛糾させてもいた。つまり、一方の販売担当は契約を結ぶのに
懸命で、サービス担当には対応できない設置時間を約束した。他方のサービス担当は、得意先が新しい機
械に興味を持ちそうだと知っても、それを販売担当に知らせようとしなかった。
　こうした状況の改善に取り組んだのが、著者たち研究者の一団である。研究者たちはこの２担当を一つ
の多機能チームにまとめると共に、両者の相互依存関係を認めさせようとした。また、彼らの業務が個人
生活にどれほど否定的な影響を及ぼしているかを強調すると共に、その緩和が目標であると説いた。する
と、ゆっくりと前進が始まり、彼らの生活は以前よりもやや予測可能となった。このことから、従業員の
私的ニーズを前面に出せば、何事かをしようとする動機づけが生じると判明した。
　図２において、左下の私的ニーズは上部の経営目標そのものに向かっている。すなわち、私的ニーズは
従業員の生産性（たとえば、子どもが帰宅する頃の自宅への電話）や労働の質（集中力の減少）および諸
経費（従業員援助計画費、保健衛生費、並びに欠勤・遅刻・異動による費用）に影響する。したがって、
組織改革を実施するとしたら、この点に注意を払い、生産性や経費抑制や品質といった目標と並べて、こ
うしたニーズも上部に配置しなければならない。
　それでもまだ、コストがかかり、会社の競争力を弱めてしまうのではないかと心配する向きがある。し
かし、市場情報会社社長ロウイス・ケリーの場合は、従業員の相次ぐ産休取得を彼女たちへの信頼と知恵
の結集で切り抜け、“案ずるより産むが易し”の結果であった。逆に、レスリ ・ーパロウの調査（ソフトウェ
アのエンジニアリング・グループが対象）では、うまくいかなかった事例が報告されている。週４日勤務・
１日在宅の日程で問題なく働いていた女性監督者が、毎日の出勤を要する職務に異動させられてまもなく、
業績評価を低下させた。彼女は在宅就業が好まれないせいだと思い、辞職した。
競争の圧力
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図２　他社に競り勝ち従業員の生活ニーズにも応える
　　　　　　　　　　　　　　（原著図７.２の邦訳）
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　「従業員の私的ニーズの正当性とはパターナリズムを求めることではない。すなわち、雇い主が従業員
の個人的な境遇に通じているからといって、従業員のために意思決定をすることではない。むしろ、それ
は業務をもっと全体的な人間観に合わせようとすることであり、また、勤務先会社との限定的な関係を進
んで受け入れようとすることを意味している。前述のケリーの例は、そのような姿勢でも会社の生産性に
障りはないという要点を突いてもいる。もしこうしたことをしなかったら、エンジニアリング・グループ
の例のように、会社に損害を与えるかもしれない。」（p.134-135）
３．新しい組織の姿
　新仮定に基づく組織に変わると、どのような状況が出現するのだろうか。
　「業務上の必要と勤労者の個人生活との均等な評価に基礎を置く組織になると、従業員たちは責任をもっ
て質の高い仕事を手早く進めることだろう。彼らはこの成果を保証すべく、個人あるいはチーム別に職務
や日程や職場の適切な配分を準備するだろう。会社側も、従業員への要請には組織目標到達の基本要件だ
けを確実に反映させるべく、就業過程を再編するだろう。」（p.139）
　「従業員の多様なニーズが尊重され、外部社会のさまざまな変化にも敏感になって、個々人も社会全体
も得をするだろう。有給職に就ける人がふえても、業務上の必要を最優先させなければならないという人
は減るだろう。そのような世界になったら、人びとは自分の公的生活と私生活をもっとたやすく結合でき
るだろう。また、そこでは、性別分離も現在ほど厳格ではなくなり、男女ともそれぞれの多様性が容認さ
れて、多数のさまざまなやり方で業務上の必要にも私生活のニーズにも応えられるようになるだろう。家
庭および地域ケアへの支援不足で生じる社会病理が減って、社会もまた利益を得るだろう。」（p.131）
【考　察】
　Ｌ．ベイリン著『Breaking the Mold（第２版）』の読み解きから判明してくるのは、著者が私生活ニー
ズの正当化を強調している点である。職場など公的な場で個人事情を言い出すのは気が引けるので、私た
ちはつい黙ってしまうが、そうして悩みを抱えたまま仕事にとりかかったところで、存分に打ち込めるも
のではない。このような状態の従業員がふえれば、それは結局、雇い主にとっての損失として跳ね返る。
　事実、日本企業の転勤（従業員の勤務地変更）措置に関しては、転勤者本人の意思や個人的な事情が反
映されにくいという問題点が、長年にわたって指摘され続けており11）、共働き夫婦の転勤をめぐって訴訟
が起きたこともある12）。
　しかし、幸いなことに、最近では、こうした状況を改善しようとする兆しが見え始めている。たとえば、
筆者による聞き取り調査（2007年）の対象となった５社においては、定期異動でこそ転勤者の意思が反映
されないものの不定期異動では自発性が尊重される、いわば「使い分けのシステム」が工夫されていた13） 。
　本文献における記述、「私的ニーズの正当性とはパターナリズムを求めることではなく、業務を全体的
な人間観に合わせようとすることである」（p.134）が印象深い。また、個人事情に配慮するのは不公平
だとする意見に対し、保険の基礎となっている考え方を提案している箇所（p.138）には共感を覚えた。
　確かにだれもが私生活を抱えて職場に出てきているわけであり、まして米国のように私生活への公的支
援を欠く状況（第４章に詳述）においては、その補完役を担うことになる民間企業の支援が重要な意味を
もつ。日本においても、保育所への入所については、周知のとおり、希望者の多くが待機させられている。
公的支援はわが国でも決して十分とは言えない。
　国際比較データを見ると、日本の労働時間は米国よりも長く、男性の家事・育児時間はきわめて短い。
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たとえばＩＬＯ（2004年）のデータによれば、週労働時間50時間以上の労働者の割合は、米国が
20.0％、日本が28.1％である。また、育児期にある男性の育児時間と家事時間は、米国が0.6時間と２時
間であり、日本はどちらも0.4時間となっている14）。
　その上、ＧＥＭ指数の順位も、米国12位に対し日本は42位と低く（2007年）、固定的な性別役割規範
が米国以上に根強い15）。
　私生活ニーズの正当化が、福祉的な観点からだけでなく、経営業績の向上、生産性の改善、ひいては他
社に競り勝つ要因であるなら、施策に反映させないでいる手はあるまい。現にわが国でも、ごく最近は、
メディア報道を通じて、こうした方策を実践する企業が紹介されるようになった。たとえば、ビジネス・
コンサルティング・サービスを営むシグマクシス社では、従業員の私生活環境の整備を経営戦略の中心に
据えることで、優秀な人材を集めると共に仕事の成果も出し、経営業績を上げているという16）。
　これまで女性の担当領域であるとして後回しにされてきた私生活を再評価し、その正当化によって施策
の実効性が高まるとする本書の示唆は、わが国企業にとっても一考に値すると思われる。
【まとめ】
　日本企業の両立支援施策は、総じてまだ、運用面に課題を残している。これを改善して施策の実を上げ
るにはどうすればよいか。Ｌ．ベイリン著『Breaking the Mold（第２版）』－米国企業に対し経営戦略と
してのワーク・ライフ（仕事と私生活）支援を提唱する文献－を読み解き、また国際比較データを参照し
て、この疑問の解明を試みた。得られた知見は以下の通りである。
（１）キャリア形成について労使双方が暗黙裡に抱く諸仮定を問い直し、従業員の私生活を正当と評価す
る新たな組織文化に転換すること。これがワーク・ライフ施策の問題点解消ひいては業績向上に繋が
る組織運営の鍵である、というのが本書の基本的な主旨である。
（２）新たな組織文化の基礎を成す新仮定は、まず、大きく３点－①業務編成の方法、②キャリア・ルー
ル、③個人のアイデンティティと成功の定義－について旧仮定と対比させれば把握されうる。
　１） 業務編成の方法に関しては、旧仮定が「従業員統制に基づく、投入量による管理」であるのに対し、
新仮定は「労使間の相互信頼に基づく、最適な成果を得るための条件整備」である。
　２） キャリア・ルールに関しては、旧仮定が「連続的なコミットメント」と「同質性」であるのに対し、
新仮定では「不連続」すなわち断続的なコミットメントと「多様性からの学習」である。
　３） 個人のアイデンティティと成功の定義に関しては、旧仮定が「公私両領域の分化」であるのに対し、
新仮定は「（男女双方による）仕事の共有・ケアの評価」である。
（３）新仮定に基づくキャリア開発支援制度－すなわち計画的な不連続を許容する新キャリア制度－を得
る鍵は、従業員が時間と分離を統制できることにある。
（４）仮定の更新にあたって遭遇しがちな公平性や労働時間に関わる問題は、因果関係の順序を従来とは
逆転させて、従業員の私生活ニーズを正当化し、むしろそれを起点とするような発想の転換によって
解消されうる。
（５）組織運営の過程を注意深く辿り直すと、私生活ニーズは実は経営目標にも作用している。したがっ
て、そのニーズの正当化こそ、ワーク・ライフ施策のみならず経営全体の有効性改善の要である。
（６）米国では公的な家族支援政策を欠き、その分、民間企業の施策が意味をもつ。翻ってわが国におい
ても、保育所など公的施設への入所が困難であり、公的支援は決して十分とは言えない。また、国際
比較データを見ると、日本の労働時間は米国よりも長く、男性の家事・育児時間はきわめて短い。そ
日本企業における実効ある両立支援施策の展開に向けて－Ｌ．ベイリン著 『Breaking the Mold （第２版）』の示唆を基に－（三善）　71
の上、ＧＥＭ指数の順位も低く、固定的な性別役割規範が米国以上に根強い。したがって、従来、女
性の主な担当領域とされて評価が低めであった私生活を、今後は逆に正当化することで米国企業にお
ける施策の実が上がるとする本書の示唆は、わが国企業にとっても傾聴に値すると考えられた。
【注】
１）2003年度の育児休業取得率は、従業員数30人以上規模の企業において、女性が73.1％、男性が0.4％
であった（独立行政法人国立女性教育会館・伊藤陽一編．男女共同参画統計ブック．ぎょうせい，
2006，p.57）。また、厚生労働省「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査結果」によれば、
2008年度における男性の育休取得率は1.56％である（内閣府男女共同参画局編．男女共同参画白書
（平成21年版）．p.39‒40）。
２）佐藤博樹・武石恵美子編著．人を活かす企業が伸びる．勁草書房2008，p.３‒４．および、萩原久美子．
迷走する両立支援．㈱太郎次郎社エディタス，2006．
３）武石恵美子．雇用システムと女性のキャリア．勁草書房，2006，p.110‒113．
４）同上書．p.110-113．
５）大沢真知子．ワーク・ライフ・バランス社会へ．岩波書店，2005，p.175．
６）Bailyn, Lotte．Breaking the Mold: Women, Men, and Time in the New Corporate World, -１st ed． 
The Free Press，1993，189p．（Ｌ．ベイリン著．三善勝代訳．キャリア・イノベーション―仕事生
活の問い直しがつくる個性尊重の組織文化―．初版，白桃書房，2007，242p．）および、Bailyn, 
Lotte．Breaking the Mold: Redesigning Work for Productive and Satisfying Lives, -２nd ed． Cornell 
University Press，2006，184p．
７）Schein, Edgar H. Career Dynamics : Matching Individual and Organizational Needs. Addison-Wesley 
Publishing Company, 1978，276p．（E．H．シャイン著．二村敏子・三善勝代訳．キャリア・ダイナ
ミクス．白桃書房，1991，327p．）。
８）前掲６）の２文献のうち、前者を指す。
９）内閣府男女共同参画局編．男女共同参画白書（平成19年版）．p.38．
10）Rhona Rapoport, Lotte Bailyn, Joyce Fretcher, and Bettye H. Pruitt． Beyond Work-Family Balance: 
Advancing Gender Equity and Workplace Performance．Jossey-Bass．2002．
11）佐藤厚．単身赴任を伴う転勤を従業員が受け入れていること．日本労働研究雑誌．2007，561，p.71‒73．
12）訴訟となった代表的な事例として、東亜ペイント事件がある。詳細については、三善勝代．転勤と既
婚女性のキャリア形成．白桃書房，2009，p.26‒30.を参照されたい。
13） 三善勝代．「両立支援」企業５社における転勤施策と運用実績の概況．和洋女子大学紀要．2008，
48，87‒95．
14）前掲書９）．p.25-26．米国の数値はOECD「Employment Outlook　2001」、日本については総務省「社
会生活基本調査」（平成13年）による。
15）同上書．p.56．なお、ＧＥＭ指数は、国会議員に占める女性の割合、専門職・技術職に占める女性の
割合、管理職に占める女性の割合、および男女の推定所得を用いて算出される。
16）2010年10月５日、ＮＨＫテレビ「クローズアップ現代」にて放映。㈱シグマクシス社のホームペー
ジ（http:///www.sigmaxyz.com/proﬁ le/index.html）によれば、資本金は22.5億円、主要株主は三菱
商事㈱である。
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